
 

高知県公立大学法人職員就業規則 

 

   第１章  総 則 

（目的） 

第１条  この規則は、高知県公立大学法人（以下「法人」という。）に常時勤務する職員の就

業に関して必要な事項を定めるものとする。 

（職員の定義） 

第２条  法人に常時勤務する者のうち、教授、准教授、講師、助教及び助手の職にあるものを

教員、その他の者を一般職員といい、あわせて職員という。 

（服務の根本基準） 

第３条 職員は、法人の使命と業務の公共性を自覚し、誠実かつ公正に職務を遂行しなければ

ならない。 

２ 職員は、日常行動について常に公私の別を明らかにし、職務や地位を私的な利益のために

用いてはならない。 

３ 職員は、法人の利益と相反する行為を行ってはならない。 

（法令、規程等の遵守及び職務命令に従う義務） 

第４条 職員は、法令、この規則及び法人の諸規程（以下「法令等」という。）を遵守し、上

司の指揮命令に従い、その職務を遂行しなければならない。 

（信用失墜行為の禁止） 

第５条 職員は、法人の名誉若しくは信用を失墜し、又は職員全体の名誉を毀損する行為をし

てはならない。 

（守秘義務） 

第６条 職員は、職務上知り得た秘密及び個人情報を漏らしてはならない。その職を退いた後

も同様とする。 

（職務専念義務） 

第７条 職員は、法令等に定める場合を除いては、その勤務時間及び職務上の注意力のすべて

をその職責遂行のために用い、法人がなすべき責を有する業務に従事しなければならない。 

２ 職員は、次に掲げる場合においては、あらかじめ理事長の承認を得てその職務に専念する

義務を免除されることができる。 

 （１） 研修を受ける場合 

 （２） 法人が実施する健康診断を受ける場合 

 （３） その他理事長が適当であると認める場合 

（兼業） 

第８条 職員は、理事長の許可を受けた場合でなければ、他の職務に従事し、又は自ら営利企

業を営んではならない。 

 

   第２章 人事 

（人事） 

第９条 職員の採用、解雇及び人事は、理事長が行う。 



 

（採用及び昇任） 

第１０条 職員の採用は、別に定める場合を除き、競争試験又は選考によるものとする。 

２ 職員の昇任については別に定める。 

（採用時の提出書類） 

第１１条 職員に採用された者は、次に掲げる書類を速やかに提出しなければならない。ただ

し、理事長が提出を要しないと認める場合は、その一部を省略することができる。 

 （１） 履歴書 

 （２） 就こうとする職務に必要な資格に関する証明書 

 （３） 健康診断書 

 （４） 勤務（職歴）証明書 

（５） その他理事長が必要と認める書類 

２ 職員は、前項の提出書類の記載事項に変更が生じたときは、その都度、速やかにこれを届

け出なければならない。 

（条件付採用の期間） 

第１２条 新たに職員として採用された者については、採用の日から６月を条件付採用の期間

とする。ただし、理事長が特に認めたときは、条件付採用の期間を短縮し、又は設けないこ

とができる。 

２ 前項の条件付採用の期間は、理事長が特に認めたときは、１年に至るまで延長することが

できる。 

３ 条件付採用の期間は、勤続期間に通算する。 

４ 条件付採用の期間中又は条件付採用の期間満了時に、職員として不適格と理事長が認めた

場合は、解雇することができる。 

（異動） 

第１３条 理事長は、職員に対し、法人の業務の都合により、配置換及び兼務（以下「配置換

等」という。）を命じることができる。 

２ 配置換等を命じられた職員は、正当な理由なくこれを拒むことができない。 

 

   第３章 勤務 

（勤務時間等） 

第１４条 職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する事項については、別に定めるところによ

る。 

（出勤） 

第１５条 職員は、出勤の状況を、理事長が指示する方法により記録しなければならない。 

（遅刻、早退） 

第１６条 職員は、遅刻したとき又は早退しようとするときは、理事長にその旨を届け出て、

その承認を受けなければならない。 

（欠勤） 

第１７条 職員が、やむを得ない事由により欠勤する場合は、あらかじめ欠勤の届出をしなけ

ればならない。ただし、緊急やむを得ない理由によりあらかじめ届出ができないときは、電



 

話その他により欠勤する旨を連絡するとともに、速やかに届出をしなければならない。 

（育児休業） 

第１８条 職員の育児休業に関する事項については、別に定めるところによる。 

 

   第４章 給与、その他の給付 

（給与） 

第１９条 職員の給与に関する事項については、別に定めるところによる。 

（旅費） 

第２０条 職員の旅費に関する事項については、別に定めるところによる。 

（退職手当） 

第２１条 職員の退職手当に関する事項については、別に定めるところによる。 

 

   第５章 休職、退職 

（病気等の休職） 

第２２条 職員が、心身の故障のため長期の休養を必要とする場合又は刑事事件に関し起訴さ

れた場合、理事長は、当該職員に休職を命じることができる。 

（研究等の休職） 

第２３条 職員が、次の各号の一に該当する場合において、法人又は大学の業務として認めら

れないときは、休職させることができる。 

 （１） 大学、大学院又は研究所等において、留学、長期の調査、研究又は指導に従事する

場合 

（２） 国際機関又は外国の政府機関等の要請により、これらの機関の業務に従事する場合 

（３） 前各号のほか、長期にわたり職務につくことができない場合 

（休職の事由） 

第２４条 職員が、水難、火災その他の災害により、生死不明又は所在不明となった場合は、

休職にすることができる。 

（休職の期間） 

第２５条 前３条の規定に基づく休職期間は、刑事事件に関し起訴された場合を除き、３年を

超えない範囲内において、それぞれ個々の場合について理事長が定める。当該休職期間が３

年に満たない場合には、休職した日から引き続き３年を超えない範囲内において、これを更

新又は延長することができる。 

２ 第２２条の刑事事件に関し起訴された場合による休職の期間は、当該刑事事件が裁判所に

継続する間とする。 

（休職者の取扱い） 

第２６条 休職者は、職員としての身分を保有するが、職務には従事しない。 

２ 休職期間の給与については、別に定める。  

 

（復職等） 

第２７条 職員は、休職期間が満了したとき、又は休職中であってもその事由が消滅したと認



 

められるときは、速やかに復職をしなければならない。 

２ 理事長は、休職期間の満了前であっても、休職事由が消滅したと認める場合には、復職さ

せるものとする。 

３ 職員が第２２条の心身の故障のため、長期の休養を必要とする場合による休職から復職す

る場合にあっては、休職期間の満了する日までに、医師の診断書を添えて復職を願い出なけ

ればならない。 

４ 休職とした職員を復職させる場合においては、原則として休職する前の職務に復職させる

ものとする。ただし、業務の都合その他の事情により異なる職務に就かせることができる。 

（退職） 

第２８条 職員が次の各号のいずれかに該当したときは、退職するものとする。 

 （１） 定年に達した場合 

 （２） 退職を願い出て、承認された場合 

 （３） 死亡した場合 

 （４） 雇用期間に定めがあって、その期間が満了した場合 

２ 前項第２号の規定により退職しようとする場合は、原則としてその退職しようとする日の

３０日前までに退職願を提出しなければならない。 

（降任） 

第２９条 職員が次の各号の一に該当するに至ったときは、これを降任することができる。 

（１） 勤務実績が著しく不良な場合 

 （２） 心身の故障のため職務の遂行に支障があり、これに堪えない場合 

 （３） 職務を遂行するために必要な資格又は適格性を欠く場合 

 （４） 休職期間が満了しても本人に復帰の意思がない場合 

 （５） 休職期間が満了してもその事由が消滅しない場合 

（６） 本人が希望し、これを理事長が認めた場合 

（解雇） 

第３０条 職員が次の各号の一に該当するに至ったときは、これを解雇することができる。 

（１） 勤務実績が著しく不良な場合 

 （２） 心身の故障のため職務の遂行に支障があり、これに堪えない場合 

 （３） 職務を遂行するために必要な資格又は適格性を欠く場合 

 （４） 休職期間が満了しても本人に復帰の意思がない場合 

 （５） 休職期間が満了してもその事由が消滅しない場合 

（６） 第３３条に規定する懲戒解雇事由に該当する行為があった場合 

（定年退職） 

第３１条 職員の定年に関する事項については、別に定めるところによる。 

 

   第６章 表彰、懲戒 

（表彰） 

第３２条 理事長は、職員で職務に精励し、顕著な功績があった者又は他の職員の模範として

推奨すべき業績若しくは善行のあった者について表彰を行う。 



 

（懲戒） 

第３３条 職員が次の各号の一に該当する場合においては、これに対し懲戒処分をすることが

できる。 

 （１） 法令及び法人の規程等の規定に違反した場合 

（２） 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

（３） 法人全体の秩序を乱し、又は信用を傷つけるような行為があった場合 

（４） 法人に損失を及ぼすような行為があった場合 

（懲戒の種類） 

第３４条 懲戒処分は次のとおりとする。 

 （１） 戒告 

 （２） 減給 

 （３） 停職 

 （４） 懲戒解雇 

（訓諭等） 

第３５条 前条に規定する場合のほか、服務を厳正にし、規律を保持するために必要があると

きは、文書又は口頭により、訓諭又は注意を行うことができる。 

 

   第７章 福利厚生、研修 

（福利厚生） 

第３６条 職員は、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１４４条の３に

規定される組合員とし、同法が定める福利厚生制度の利益を受けることができる。 

２ 前項に規定するもののほか、職員及びその家族の福利厚生制度は別に定めるところによる。 

（研修） 

第３７条 職員は、業務に関し必要な知識、技能等を向上させるため、研修に参加することを

命じられた場合は、研修を受けなくてはならない。 

２ 法人は、職員の研修の機会の提供に努めるものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、職員の研修に関する事項については、別に定めるところによ

る。 

 

   第８章 安全衛生 

（安全衛生管理） 

第３８条 理事長は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）及びその他の関係法令に基

づき、職員の安全の確保及び健康の保持増進を図るため、職員の安全及び衛生に関し、必要

な措置を講じるものとする。 

２ 職員は、安全の確保及び健康の保持増進について、関係法令のほか、上司の指示を守ると

ともに、理事長が行う安全衛生に関する措置に協力しなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、職員の安全及び衛生に関する事項については、別に定めると

ころによる。 

（非常災害の際の措置） 



 

第３９条 職員は、法人の施設に災害を発見し、又はその危険を予知したときは、臨機の措置

を採り、被害を最小限度に止めるように努めなければならない。 

（職員の保健） 

第４０条 職員に対しては、毎年１回定期的に健康診断を行うとともに、必要に応じ、随時健

康診断を行う。 

２ 職員は、前項の健康診断を正当な理由なく拒むことはできない。ただし、他の医師の診断

を受け、その結果を証明する書面を提出したときは、この限りではない。 

（疾病者の就業禁止） 

第４１条 伝染性の疾病その他の疾病で、労働省令で定めるものに患った職員については、同

省令で定めるところにより就業を禁止する。 

 

   第９章 災害補償 

（災害補償） 

第４２条 職員が業務上又は通勤上で災害を被った場合の補償については、地方公務員災害補

償法（昭和４２年法律第１２１号）、及び労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）

の定めるところにより補償を行う。  

 

   第１０章 非常勤職員等 

（非常勤職員等） 

第４３条 非常勤職員、臨時職員及び契約職員の就業条件その他に関しては、別に定めるとこ

ろによる。 

 

   第１１章 雑則 

（損害賠償） 

第４４条 職員が故意又は重過失により、法人に損害を与えたときは、その全部又は一部を賠

償する責めを負うものとする。ただし、これによって第３３条の規定による懲戒処分を免れ

るものではない。 

（この規則の施行に関し必要な事項） 

第４５条 この規則の施行に関し、必要な事項は別に定める。 

 

    附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２３年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行日前に地方公務員法、高知県条例、同規則、高知県公立大学法人の規程及

びその他関係法令等（以下「地方公務員法等」という。）により発令又は承認を受けていた

職員が、地方独立行政法人法第５９条第２項の規定により法人に承継された場合には、法人

から別に辞令を発せられない限り、当該発令又は承認の効力を継承する。 

３ この場合の施行日前に地方公務員法等により、職員が懲戒、分限処分を受けていた場合に



 

ついても、前項と同様に効力を継承するものとする。 

４ この規則の施行日前に行った職員の非違行為は、この規則の施行後の法人の職員として行

ったものとみなし、第３２条の規定を適用するものとする。 

５ 高知県から派遣された職員について、公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関す

る法律（平成１２年法律第５０号）及びその他の法令の定めが適用される事項については、

この規則を適用しない。 

６ この規則の規定により別に定めるところによるとされている事項については、これに関す

る定めがなされるまでの間は、高知県の関係例規、通知等の例による。 

 

附 則 

この規則は、平成２４年４月１日から適用する。 

 

 


